
陸上貨物運送事業において

労災事故が多発しています！
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休業４日以上の死傷災害数

ここ１０年間における陸上貨物運送

事業の労働災害発生件数は増減を繰り

返し、減少の傾向は認められないのが

現状です。平成３０年においては、過

去１０年間で最多の１４１件の労働災

害が発生してました。

また、労災事故に遭う陸上貨物運送

事業の労働者の約８割はドライバーの

方ですが、自動車運転の職業における

有効求人倍率は３．１７（平成３１年

３月）となっており、深刻なドライ

バー不足が問題となっていることから

も、更なる労働災害防止対策が求めら

れています。

陸上貨物運送事業における労災事故内訳
（平成30年 141件の作業別内訳）

陸上貨物運送事業の労働災害発生状況
（休業４日以上）

(R１.5）山口労働局・労働基準監督署

荷主内での
荷役作業中
57％

陸運業内での
荷役作業中
１２％

運転中の交通事故
8％

その他
23％

荷役作業中の労災事故内訳
（平成30年 97件の事故の型別内訳）

その他
３０％

フォークリフトとの接触
6％

無理な動作
１３％

墜落・転落
４２％

陸上貨物運送事業の労働災害の約７割は荷役作業中に発生しており、その内訳として

は「墜落・転落」、「無理な動作」、「転倒」等によるものが多く発生しています。

裏面を確認して、労働災害による事故を未然に防止しましょう！
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９％



陸上貨物運送事業における荷役作業のガイドラインに基づく

荷 役 作 業 現 場 の チ ェ ッ ク リ ス ト

作業 チェック項目 対応
状況

解説

荷役作業の契約
に当たって

荷の積卸し作業（荷役作業）を行う前に ・荷主と運送事業者との間で、
あらかじめ役割分担を明確に
しておくこと。
・荷主から運送業者（ドライ
バー）に対し、書面で荷役作
業に関する情報が伝達されて
いること。

①荷主、運送業者のどちらが行うか明確にしているか

②運送業者のドライバーに作業内容や作業方法が伝達されてい
るか

墜落防止対策

トラックの荷台からの墜落防止のために

・トラック荷台からの墜落災
害が多く発生していることか
ら、荷主においてできるだけ
これらの項目にあげたような
対策を講じることが望まれる。

①荷台との段差のないプラットフォームがあるか

②荷台の外側に設ける仮設の作業床を用意しているか

③安全帯の取付設備はあるか

④荷台への昇降設備を用意してあるか

荷台での作業方
法について

荷台上での作業では

・ドライバーの不安全な作業
については、陸運事業者にお
ける教育の徹底はもとより、
現場の荷役作業担当者や荷主
の安全担当者による指導を徹
底すること。

①不安定な荷の上を移動していないか

②ラッピング、ラベル貼りなどの作業を荷や荷台上で行ってい
ないか

③安全帯を使用しているか

④荷台端付近で、背を荷台外側に向けて作業していないか

⑤荷台のあおりに乗って作業を行っていないか

荷台への昇降方
法について

荷台への昇降時に
・最大積載量が５ｔ以上の貨
物自動車の荷台への昇降は、
必ず昇降設備を用いる必要が
あること。このため、車に昇
降設備を積載しておくこと。

①用意した昇降設備（手すり付きが良い）を使用しているか

②三点確保（手足の４点のどれかを動かす時に残り３点で確保
しておくこと）を実行しているか

転倒防止対策

現場での荷の積卸し作業では

・準備運動は、少なくとも数
分間は立った姿勢で腰を伸ば
す動作を盛り込むこと。

①荷卸し場における資材等の整理整頓、床の凹凸の解消や防滑
対策を実施しているか

②台車等を用いることで、極力両手で荷を持たないように努め
ているか

③長時間の自動車運転の後などは、荷役作業の前に準備運動を
行っているか

作業者の服装に
ついて

荷の積卸し作業を行う者は ・保護帽は墜落・転落防止用
のもの
・作業場所に合わせて、対滑
性（すべり防止）、屈曲性
（しなやかで運動性が高い）
のある安全靴

①保護帽・安全靴・手袋を着用しているか

荷主等の場所で行われる荷役作業については、荷役作業を行う労働者を直接巡視する等によって

指導することは難しいため、ドライバー１人１人に「安全を最優先に荷役作業に取組む」意識が醸

成されるよう、チェックリスト事項の徹底などについて、安全衛生教育を実施しましょう！


